
調査期間：令和３年11月19日（金）～令和４年１月６日（木）

実態確認状況

【運営体制】

１　職員の適正配置

全センターが適正に基準を満たしていた。

全センターが適正に基準を満たしていた。

全センターが適正に基準を満たしていた。

全センターが適正に基準を満たしていた。

全センターにおいて法人全体の雇用率を達成していた。

２　必要書類の作成と確実な提出

やむを得ない事情ではあるものの、期限内に提出できていない事例が見受けられたため指導
した。

３　専門性の確保

新型コロナウイルス感染症の拡大により中止となった研修があったものの、全センターが積
極的な研修受講に努め、職員のスキルアップをめざして取り組んでいた。

全センターで伝達研修や回覧等により職員内での共有に努めていた。

全センターが適正に対応できていた。

４　平常時及び緊急時の体制整備

全センターが適正に基準を満たしていた。

全センターが職員の常駐に努めており、緊急対応が必要な事例が発生し、やむを得ず職員が
不在となる時間帯が生じる場合は、他の事業の職員等で電話対応を行ったり、職員の携帯電
話に転送する等して利用者の相談に円滑に対応できる体制を整えていた。

全センターが職員連絡網を整備し、緊急時に必要な対応ができるように備えていた。電話対
応については、必要な利用者のみ携帯番号を知らせているセンターが多かったが、すべて転
送されるセンターや他事業の宿直者が対応するセンターもあった。

③人権問題について正しい認識を持って業務を遂行できるよう、適切な人権研修
を実施しているか。

⑤障がい者法定雇用率（2.2％⇒2.3％(令和3年3月～)）は達成しているか。

④仕様書上認められていない兼務を行っていないか。

障がい者基幹相談支援センター事業に係る実態確認
区障がい者基幹相談支援センターの運営評価の一環として、各区障がい者基幹相談支援センターの課題等を把握して共有するため、市職員が区障がい者基幹相談支援センターを訪
問し実態確認を行った。

調査項目

①常勤、非常勤とも必要人員を配置しているか。

②必要な有資格者数を満たしているか。

③職員の勤務記録を適切に管理しているか。

②研修内容の職員内での報告・共有が図れているか。

①職員別研修履歴を記録し、今後の研修計画に役立てているか。

①委託仕様書に基づく提出物の期日内提出ができているか。

①規定の開所時間を遵守しているか。

②開設時間中、職員の常駐に努めるなどして来所者や電話相談に迅速に応対でき
る体制を整えているか。

③夜間や休日も含めて緊急時に対応できるよう、連絡網を整備しているか。

資料１
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実態確認状況調査項目

５　苦情解決、事故報告体制の整備

苦情受付担当者等の表示がなされていないセンターが一部見られたため、適切に表示するよ
うに指導した。

全センターで苦情対応マニュアルを整備していた。

全センターが適正に対応できていた。事故対応フロー等に事故発生時の本市への連絡が明記
されていないセンターについては明記するように依頼した。

６　個人情報の保護

全センターが適正に対応できていた。

全センターが適正に対応できていた。電話相談の場合は口頭で同意を得たうえで記録に残す
等の対応を行っていた。

全センターが適正に対応するよう努めていた。個人情報の紛失・盗難等への対策について改
めて注意喚起を行った。

７　プライバシー確保

全センターが適正に基準を満たしていた。

８　情報伝達における障がい特性への配慮

全センターが適正に基準を満たしていた。

全センターが個別の障がい特性に配慮した情報伝達について適正に対応する体制を整えてい
た。

①利用者への配布物等について、障がい特性に配慮した分かりやすいものを用意
しているか。

①苦情受付担当者、責任者、第三者委員を利用者に分かるよう表示しているか。

②苦情対応マニュアルを整備し、適切に運用しているか。

③業務実施に伴い事故が発生した場合の対応マニュアル及び本市等への連絡、報
告体制を整えているか。

①利用者に関する記録の適正な保管及び開示のルールを定めているか。

②個人情報を関係機関と共有する場合、書面により利用者の同意を得ることを職
員に周知徹底しているか。

③個人情報の漏えい、滅失、き損等の防止等個人情報保護に必要な体制整備・措
置を講じているか。

①相談者のプライバシーを確保できる面接室を設置しているか。

②手話や点字などが必要となった場合に円滑に提供できるよう、外部との連携を
図るなどの準備をしているか。
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実態確認状況調査項目

【業務別取組】

１　業務マニュアル・業務記録の整備

全センターが適正に対応できていた。

全センターが適正に対応できていた。

２　地域での支援ネットワークの構築

全センターで主体的・積極的に関わり、その活性化に努めていた。引き続き、部会の新設に
取り組むセンターがある一方、協議会に関する業務の増加が負担と感じているセンターも複
数あった。また、本会の活性化やそのあり方に苦慮しているセンターもあった。

課題を共有し、社会資源の改善・開発に取り組んでいるセンターもあるが、積極的には取り
組めていないセンターも複数あった。

全センターで適宜対応されていた。相談支援の質の向上のために積極的に関わるセンターが
多くみられた。

３　相談業務

全センターが適正に対応できていた。個人情報の同意書と同時に登録の案内をしているセン
ターが多くみられた。

全センターが適正に対応できていた。

全センターが専門機関との連携を図りながら対応する体制を整えていた。

困難ケースについては、大阪市障がい者相談支援研修センターのスーパーバイザー派遣事業
を活用するなどして対応するように努めていた。

①継続支援対象者について、適切に利用登録し、利用登録者名簿を適切に管理し
ているか。

②相談受付、内容等について適切に記録しているか。

③三障がい及び難病にかかる相談業務を、関係機関と適宜連携しながら実施して
いるか。

④専門的な知識を必要とする困難ケース等への対応は行えているか。

①地域自立支援協議会において、障がい福祉サービス事業者などのネットワーク
づくりが行えているか。

②地域自立支援協議会で地域の課題を集約し、社会資源を地域ニーズに合わせて
改善することなどに向けた取組みを行っているか。

③区域内の指定特定又は指定一般並びに障がい児相談支援事業者に対する後方支
援を行えているか。

②各業務について、業務記録を適正に作成・保管しているか。

①各業務におけるマニュアル等を作成し、業務内容の普遍化を図っているか。
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実態確認状況調査項目

４　権利擁護、虐待防止

通報・届出がないセンターも多かったが、全センターで区保健福祉センターと適切に連携す
る体制を整えていた。

相談がないセンターも多かったが、相談があった場合は関係機関と連携して対応し、全セン
ターで適切に記録するように努めていた。

５　センターの周知活動

周知の効果により地域包括支援センターなど他分野の専門機関との連携が進み、相談対応が
スムーズになったと感じているセンターが多かった。一方、障がいのある人への対応をすべ
て任され困惑している事例も見受けられた

全センターで地域イベントへの参加やパンフレットの配布、地域の団体への周知、相談会の
開催等により取り組んでいたが、十分に地域住民に周知できているとまでは言えなかった。

②障がい者及び養護者に対して行った相談、指導及び助言について適切に記録し
ているか。

②地域住民等に対して、広くセンターの存在を知らせたり、障がい者にかかる課
題の啓発に取り組んでいるか。

①障がい当事者や支援関係者等に対して、センター活動の周知と利用促進に取り
組んでいるか。

①障がい者虐待の通報・届出について、区保健福祉センターと連携して適切に対
応できているか。
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